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第１章 計画の策定にあたって 

 

１．計画の目的 
 

 ICT（情報通信技術）をめぐる技術進歩は、私たちの想像を超えるスピードで進展していま

す。端末やセンサー類の小型軽量化・低廉化と、それに伴うデータ流通量の飛躍的な増大は、

「モノのインターネット（IoT＝Internet of Things）」、「人工知能（AI＝Artificial 

Intelligence）」、「ビッグデータ」の活用につながり、社会にこれまで以上の変革をもた

らすといわれています。 

 こうした状況を踏まえ、平成 28 年 12 月、国は官民のデータ利活用のための環境を総合的

かつ効果的に整備するため、官民データ活用推進基本法を施行し、都道府県や市町村に対し

て、官民データ活用の推進に関する計画の策定を義務づけました。（市町村は努力義務） 

 一方で、人口減少・少子高齢化は進行し、年少人口の減少による子育てや教育環境の変化、

生産年齢人口の減少による担い手や労働力不足、高齢者人口の増加による医療・介護・住ま

い・公共交通・生活支援などが課題となっています。 

 本市は、国がめざすべき未来社会の姿として提唱している Society5.0 を見据え、ICT を活

用して人々にとって住みよい環境を実現する都市「スマートシティ」をめざすとともに、新

庁舎供用開始に向けて ICT を活用した業務プロセスの抜本的な改革を図ることを目的に、本

計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：内閣官房情報通信技術(IT)総合戦略室「官民データ活用推進基本法制定の背景」より 
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２．計画の位置づけ 
 

 本計画は、平成28年12月に施行された官民データ活用推進基本法第９条第３項に基づく「市

町村官民データ活用推進計画」として位置づけます。 

 国は、官民データ活用推進基本法を受けて、平成30年６月、世界最先端デジタル国家創造

宣言・官民データ活用推進基本計画を策定しました。この計画では、国民が安全で安心して

暮らし、豊かさを実感できる社会を実現するための「世界最先端デジタル国家」の創造に向

け、ITを活用した社会システムの抜本改革を掲げています。特に「デジタル技術を徹底的に

活用した行政サービス改革の断行」として、「行政サービスの100％デジタル化」「行政保有

データの100％オープン化」「デジタル改革の基盤整備」などが明記されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣官房情報通信技術(IT)総合戦略室「市町村官民データ活用推進計画策定の手引」より 
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３．計画の期間 

 

令和２年度から令和４年度までの３か年 

 

 本計画は、令和２年度末に策定を予定している第６次富良野市総合計画と整合性を図りな

がら一体的に策定するものであり、第６次富良野市総合計画前期基本計画（令和３年度から

令和４年度の２か年）の終了年度である令和４年度までの３か年を対象とします。 

 なお、施策の成果や社会情勢の変化、国、北海道の動きをふまえ、必要に応じて計画の見

直しを図ります。 

 また、庁内の業務プロセス改革による具体的な実行計画を別途作成し、進捗管理、効果の

検証を行います。 
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第２章 ICTをめぐる動き 

 

１．国の情報化政策の動向 
 

（１）Society5.0で実現する社会 
 

 Society5.0は、狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、

情報社会（Society4.0）に続く、新たな社会を指すものであり、第５期科学技術基本計画に

おいて「我が国がめざすべき未来社会の姿」として初めて提唱されました。 

 また、内閣府は Society5.0 で実現する社会について、「IoT(Internet of Things)ですべて

の人とモノがつながり、さまざまな知識や情報が共有され、今までにない新たな価値を生み

出す」「人工知能（AI）により、必要な情報が必要な時に提供されるようになり、ロボットや

自動走行車などの技術で、少子高齢化、地方の過疎化、貧富の格差などの課題が克服される」

「社会の変革（イノベーション）を通じて、これまでの閉塞感を打破し、希望の持てる社会、

世代を超えて互いに尊重し合える社会、一人ひとりが快適で活躍できる社会となる」と想像

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：内閣府「Society5.0」より 
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（２）2025年の崖 
 

 経済産業省は平成30年９月、「DXレポート ～ITシステム『2025年の崖』克服とDXの本格的

な展開～」を発表しました。 

 「2025年の崖」とは、それぞれの事業所の既存システムが部門ごとに構築されているため、

社内横断的なデータ活用ができないことや、過剰なカスタマイズがされていることにより、

システムが複雑化・ブラックボックス化されていることが大きな問題であるといわれていま

す。この問題を解決するために、新たなデジタル技術を活用して業務プロセスの抜本的な変

革、いわゆるデジタル・トランスフォーメーション（DX＝Digital Transformation）を実施

しなければ、2025年以降、我が国は年間最大12兆円の経済損失が生じる可能性がある（2025

年の崖）と指摘しています。デジタル・トランスフォーメーション（DX）とは、おおよそ「デ

ジタル技術で生活や既存の価値観・仕組みなどを根底から変革すること」という意味で使用

されている言葉です。（英語圏ではTransをXと略す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省商務情報政策局 

   「DXレポート ～ITシステム『2025年の崖』克服と DXの本格的な展開～」より 
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（３）地域 IoT実装の推進 
 

 IoT、AI、ビッグデータなどは、地域の住民・行政・企業のデータ利活用による住民サービ

スの充実、地域における新たなビジネス・雇用の創出などのメリットを実現し、地域の課題

解決を図るための効率的・効果的なツールとして期待されています。 

 総務省では、IoT などの本格的な実用化の時代を迎え、これまでの実証などの成果の横展

開を強力、かつ迅速に推進するため、平成 28 年９月から「地域 IoT 実装推進タスクフォー

ス」において、2020（令和２）年度を目標としたロードマップを策定して、全国各地の生活

や産業のさまざまな場面における IoT実装の推進に向けた取り組みを展開しています。 

 平成 30 年５月に改定された同ロードマップでは、「教育」「医療・福祉・介護」「働き方」

「防災」「農林水産業」「地域ビジネス」「観光」「官民協働サービス」「スマートシティ」の９

つの分野に、新たに「子育て分野」を重点分野として追加し、全国各地で IoT 実装を進めて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「地域 IoT実装推進ロードマップ」より 
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（４）「Society5.0時代の地方」を実現するスマート自治体への転換 
 

 総務省は令和元年５月、「地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及び AI・ロ

ボティクスの活用に関する研究会」からの「Society5.0時代の地方を実現するスマート自治

体への転換」に関する報告書を発表しました。 

 この報告書では、地方自治体の業務が、今のシステムや業務プロセスを前提にした「改築

方式」でなく、今後迫り来る労働力の供給制約と技術による急速な社会変革を見据え、時に

過去を断絶する覚悟を持って、今の仕事の仕方を抜本的に見直す「引っ越し方式」が必要で

あると指摘しています。 

 また、スマート自治体の実現に向けては、以下の３点を原則としています。 

 ①住民にとって、窓口に来なくても所期の目的を実現できないか常に考え、AI・RPAなどの

ICTを効果的に活用するため、入口から電子データの形で入ってくることが重要。 

 ②行政アプリケーションは、自前調達するのではなく、全国的なサービスとしてのアプリ

ケーションを「利用する」という形式が最も自治体職員の事務負担を軽減。 

 ③自治体もベンダも、システムの構築・保守管理といった守りの分野はできるだけ効率化

した上で、AI・RPA などの ICT 活用といった攻めの分野へ集中して人的・財政的資源を

投資。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：総務省「スマート自治体研究会 報告書」より 
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（５）世界最先端デジタル国家創造・官民データ活用推進計画 
 

 内閣官房は令和元年６月、世界最先端デジタル国家創造・官民データ活用推進計画として、

「IT新戦略の概要～社会全体のデジタル化に向けて～」を発表しました。 

 この中で国は、デジタル化自体はあくまで手段としながら、「国民の利便性の飛躍的な向上

と行政・民間の効率化につなげる」としています。 

 具体的な国民の利便性向上としては、「スマートフォンなどにより、住民が市役所に行かな

くても、行政サービスが手のひらでで完結できること」とし、まずは、子育て、引っ越しか

ら介護、死亡・相続等までの代表的なライフイベントに係る手続などのデジタル化について

記されています。 

 また、行政運営の効率化、労働時間の短縮、事業活動の合理化に資する BPR（Business 

Process Re-engineering＝業務プロセス全体について、詳細に分析・評価・改善を行うこと

を通じて、抜本的な業務効率化と利便性向上の双方を実現する手法）やシステム改革も記さ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣官房情報通信技術(IT)総合戦略室 

   「IT新戦略の概要～社会全体のデジタル化に向けて～」より 
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（６）デジタル手続法 
 

 国は令和元年 12月、デジタル技術を活用し、行政手続などの利便性の向上や行政運営の簡

素化・効率化を図るためにデジタル手続法を施行しました。 

 この法律では、個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結する「デジタルファース

ト」、一度提出した情報は、二度提出することを不要とする「ワンスオンリー」、民間サービ

スを含め、複数の手続・サービスをワンストップで実現する「コネクテッド・ワンストップ」

を、デジタル技術を活用した行政の推進の基本原則としています。 

 また、行政手続のデジタル化のために、添付書類の不要化、省略化に向けた整備もうたわ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣官房情報通信技術(IT)総合戦略室より 
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（７）マイナンバー制度の運用 
 

 平成 27 年 10 月に施行された「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律」（いわゆるマイナンバー法）に基づくマイナンバー制度（社会保障・税番号

制度）は、複数の行政機関などに存在する個人情報を同一人の情報であるという確認を行う

ための基盤であり、行政の効率化を図るとともに、社会保障・税制度の効率性・透明性を高

め、住民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための社会基盤であるといわれ

ています。 

 また、各個人の申請に基づき発行されるマイナンバーカードには、マイナンバーの記載と

ともに、内蔵する ICチップの中に公的個人認証に活用できる電子証明書の記録や、自治体な

どが各種サービスに利用可能な空き領域が確保され、行政サービスの向上や地域経済の支援

といった面での活用も期待されています。 

 さらに、令和２年９月から令和３年３月までの期間中、マイナンバーカードを持っている

人が申し込みをしたうえで、キャッシュレス（現金を使わない）でチャージ（入金）または

買い物をすると、一人あたり最大 5,000 円分のポイントが国から付与され、令和３年３月か

らはマイナンバーカードが健康保険証としても使えるようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：内閣府ホームページより 
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２．北海道の情報化政策の動向 
 

 北海道は平成 30年３月、「北海道 ICT利活用推進計画」を策定し、同計画を北海道版の「官

民データ利活用推進計画」と位置づけています。 
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３．富良野市を取り巻く情勢 
 

（１）人口減少と少子高齢化の進行 
 

 本市の 2015年の国勢調査による人口は 22,936人であり、2015年を基準に国立社会保障・

人口問題研究所の推計では、20年後の 2035年には 17,169人、2045年には 14,082人となり、

14歳以下の年少人口、及び 15歳から 64歳までの生産年齢人口は半分以下になると推計され

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2015 年と 2045 年の５歳階級別人口比較では、64 歳以下の生産年齢人口が大幅に減少する

ため、この部分の労働生産性の維持に向けて ICTなどの利活用が必要といわれています。 
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（２）外国人観光客の増加 
 

 本市を訪れる外国人観光客は年々増加し、平成 28 年度から外国人宿泊延数は年間 13 万泊

を超えています。特に中国からの観光客は、平成 25 年度からの５年間で 10 倍に増加してい

ます。また、国別の客層では、香港や台湾を中心とした東南アジアからは、30歳～50歳代の

リピーターが多く、オーストラリアからは、冬を中心に家族でスキーを楽しまれる観光客が

訪問しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    出典：富良野市経済部商工観光課 

 

 本市は、令和元年10月中国最大のインターネット企業であるテンセント社（深圳市）を訪

問し、富良野市の観光業の発展、物産の販路拡大、デジタル技術を活用したまちづくりを進

めていくために、お互いに連携・協力していくことについて合意しました。テンセント社の

開発した「ウィーチャット」は、「LINE」とよく似たデジタルサービスで、中国では11億人

が利用しています。 

 テンセント社のデジタルサービスを「エコシステム」と総称しますが、このプラットフォ

ームを活用して、本市でも外国人観光客にとって旅行しやすい地域づくりを進める予定です。

また、市内におけるキャッシュレス

決済（ウィーチャットペイ）の普及

拡大を進めることにより、観光関連

企業や地元商業者の人的・時間的コ

ストの削減と、効率的な取引向上な

どが期待されます。 

 テンセント社を訪問した富良野市の参加者 
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（３）富良野市の ICTに関するこれまでの取り組み 

 

年 度 主 な 取 組 

2011年度（H23年度） ・戸籍のシステム化(電算化) 

2014年度（H26年度） 

・市ホームページの全面リニューアル 

・ネットワーク管理システムの導入によるセキュリティ

の強化(USBメモリーなどの使用制限) 

2015年度（H27年度） ・住民情報システムのクラウド化 

2016年度（H28年度） ・粗大ごみの収集申込のオンライン化(電子申請化) 

2017年度（H29年度） 

・ごみ分別アプリ「ごみナビ」開設 

・庁内ネットワークの強靭化(インターネット分離) 

・農村地域の公共施設までの光回線敷設 

2018年度（H30年度） 
・AI-OCR／RPAの共同利用化に向けた実証実験 

・オープンデータへの取り組み開始 

2019年度（R元年度） 

・子育てアプリ「母子モ」開設 

・幼児教育無償化に伴う AI-OCR／RPAの実証委託 

・中国テンセント社との覚書締結 

・ICT部門における業務継続計画(BCP)策定 

2020年度（R２年度） 

・スマートシティ戦略室の設置 

・マイナンバーカード 交付数 令和２年４月末 3,246枚 

           普及率 15.2％ 

・ワーケーション受入検討実証事業 

・住民情報システムの自治体クラウド化 
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第３章 ICT利活用に関する基本的な考え 

 

１．基本理念 

 

 

 
 

人口減少、少子高齢化、地方の衰退、所得格差の増大など、社会構造の変化が進行するな

か、労働力不足という現実的な問題がさらに深刻化しています。その一方で、これらの問題

を解決する手段として期待される、ICT・AI に代表されるテクノロジーのイノベーションも

急速に進んでいます。 

日本の社会経済は戦後復興、高度成長、バブル、失われた 20年を経て、働き方改革などの

パラダイムシフト（今までの考え方や価値観が大きく変わる）が起こり始めており、世の中

の見方や常識にこだわらずに、創造力を働かせる時代に入っているといえます。 

今、必要なことは、取り巻く環境の変化を看過することなく、その兆しを読み取りながら、

Society5.0という新時代に向けての変革であります。 

新しい物事や運気のサイクルが始まる令和の時代、産業構造や社会経済が大きく変革する

時代の転換期を乗り越えるために、本市は ICT の恩恵を市民誰もが享受できるデジタル社会

をめざして、「ひと・モノ・情報がつながるスマートシティ富良野」を基本理念として各種施

策を推進します。 

 

２．基本方針 
 

基本方針 基本方針の方向性 

１ 
ICT利活用に 

よる行政事務 

の効率化 

ICT のデジタル技術を導入して業務プロセスの抜本的な改

革を図り、職員が企画立案業務や市民への直接的なサービス

提供など、職員でなければできない業務に注力できるための

働き方改革に取り組みます。 

２ 
ICT利活用に 

よる市民の 

利便性向上 

 「すぐ使える」「簡単」「便利」な行政サービスを実現する

ため、従来の紙文化から脱却し行政手続のオンライン化を進

めるとともに、ICT による社会実証を試行し、市民生活の質

を高め、地域経済の活性化を図ります。 

３ 

オープンデータ 

の活用推進と情 

報セキュリティ 

対策 

 さまざまな主体がデータを容易に活用できるように、富良

野市が保有するデータのオープン化を推進するとともに、情

報セキュリティ対策や個人情報の保護など適正な取り扱い

の確保と人材の育成に努めます。 

        ひと・モノ・情報がつながるスマートシティ富良野 
～ICT の恩恵を市民誰もが享受できるデジタル社会をめざして～ 

 基本理念

と・モノが
つながるス

マートシテ

ィ富良野 
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３．基本施策 
 

（１）基本方針１ ICT利活用による行政事務の効率化 
 

 ①オンライン会議・ペーパーレス会議の推進 

新型コロナウイルス対策の影響により、事業者などと

の直接的な打ち合わせに制限があるため、オンラインに

よる会議を推進するとともに、大量印刷・配布を伴う会

議解消に向けて、会議資料を電子化し、タブレット端末

で会議に臨むペーパーレス会議を推進します。 
 

 ②テレワーク・モバイルワークの推進 

  新型コロナウイルス対策を踏まえて、国からは地方

公共団体におけるテレワークの導入がいわれています。

また、出張や外勤が多い部署では、「時間の有効活用の

ために、外出先でも庁内システムを利用できる環境にしてほしい」との声が以前からあり

ましたが、システムの都合上実現できませんでした。外部からでも安全にアクセスできる

モバイル端末の導入を図り、テレワーク・モバイルワークを推進します。 
 

 ③業務プロセス改革に伴う ICTツールの導入 

  行政事務のルーティンワーク（習慣的・定型的な作業）は、自動化を行うソフトウエア

である RPAや AIなどの ICTツール（道具、手段）を活用することにより、事務の効率化

や職員の事務負担の軽減につなげていきます。また、ICTツールを本格導入する際には、

事前に業務の流れを可視化し、業務プロセスの抜本的な改革を図ります。 

 

 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

・オンライン会議・ペーパーレス会議開催数 

・テレワーク・モバイルワーク試行数 

・AI・RPAなどの ICTツール導入対象業務数 

 

  

市役所サーバー室内の 
オンライン会議ルーム 
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（２）基本方針２ ICT利活用による市民の利便性向上 
 

 ①ICTを利活用した健幸都市の推進 

健康長寿社会を創造する「健幸都市（スマート・ウエルネ

ス・シティ）」に向けて、健康・予防・医療などの課題を、IoT

などを活用したスタートアップなどのアイデアや、健康ポイ

ントなどの製品で解決していく取り組みを検討し、健康無関

心層を動かすインセンティブ（報酬）を設定します。 

  市や外部機関の保有する保健・福祉・医療に関するデータ

を一元的に集約・管理し、ICTの活用により地域ニーズの見

える化を図ります。 
 

 ②ICTを利活用した市民サービスの利便性向上 

  デジタル手続法のデジタルファースト、ワンスオンリー、コネク

テッド・ワンストップの原則を踏まえ、費用対効果を勘案しながら、各種申請方法や添付

書類・押印などを見直し、オンラインによる行政手続きの導入を図ります。 
 

 ③ICTを利活用した情報配信の改善 

 ICT の恩恵を多くの市民が享受できるスマートシティをめざし、市民からの問合せや市

民に対する情報提供ツールとして LINE公式アカウントを取得し、情報配信の改善を図りま

す。LINE の月間アクティブユーザーは、令和２年 10 月現在で 8,600 万人を超え、50 代以

下では７割以上、60 代でも６割近いユーザーがいるなど幅広い世代で利用されています。

また、LINEを活用することでの効果として、「メールや電話、紙媒体に比べ圧倒的に届きや

すいこと」「緊急性のあるメッセージの配信にも対応可能であること」「メールよりも２～

10倍の反応を得やすいこと」「情報配信の効果をアカウント管理者が分析でき、次の戦略に

活かせること」「スマートフォンとの相性が良いこと」などが言われています。 

 LINE公式アカウント 

を市の情報窓口の一つ 

とすることで、情報取 

得の利便性を高めるこ 

とに伴い、市のホーム 

ページを全面リニュー 

アルし、利用者目線に 

立ったホームページを 

作成します。 

 

 

出典：NTTドコモ 
   健康マイレージ 

出典：福岡市の LINE公式アカウント 
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 ④観光分野でのデータ活用 

  本市では、外国人観光客の増加や中国テンセント社（深圳市）との連携・協力を進めて

おり、観光分野における行政データと民間が保有するデータを横断的に活用・分析し、外

国人観光客に魅力を高める観光サービスの創出を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：ふらのビジョン 2030より 

 

 ⑤マイナンバーカードの取得率及び住民利便性の向上 

  マイナンバーカードの取得率向上を図るとともに、マイナンバーカードを活用して住民

の利便性や地域の活性化を図るため、国が実施するマイキープラットフォームを活用した

施策に取り組みます。 

 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

・オンライン申請が可能な手続数 

・市民の利便性向上に向けた ICTサービス導入事例数 

・マイナンバーカードの普及率 

  

しんせん 



 

19 

 

ＳＭＡＲＴ 
ＣＩＴＹ 
ＦＵＲＡＮＯ 

（３）基本方針３ オープンデータの活用推進と情報セキュリティ対策 
 

 ①保有するデータのオープンデータ化 

  スマートフォン・タブレット端末や SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の

普及により、膨大で多種多様な情報が流通しており、これらの情報を相互に連携させ、新

たな価値を生み出していくことが期待されています。 

  特に、政府や地方公共団体等が保有する公共データについては、国民共有の財産である

ことから、新たな価値を生み出す上で、国民や企業などが利活用しやすいように機械判読

に適した形式で、二次利用可能なルールの下で公開されていくこと（オープンデータ）が

求められており、新事業の創出、公共サービスの向上や行政の透明性の確保などが期待さ

れています。 

  本市の保有するデータの活用は、地域住民へのサービスの向上、地域経済の活性化など

を通じ地方創生に資するものであり、国が示す「地方公共団体オープンデータ推進ガイド

ライン」を参考に、保有するデータのオープンデータ化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   出典：内閣官房情報通信技術(IT)総合戦略室より 

 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

・オープンデータ公開件数 

・オープンデータサイトへのアクセス件数 

・オープンデータ活用事例数 
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 ②情報セキュリティ対策 

  本計画の実施にあたっては、「サイバーセキュリティ基本法（平成 26 年法律第 104号）」、

及び「富良野市情報セキュリティポリシー」に基づく適切な情報システムの運用体制の確

保を図ります。 

  また、「個人情報の保護に関する法律」及び「富良野市個人情報保護条例」に基づく適切

なデータの公開、運用を図ります。 

  なお、本市では、マイナンバー制度の開始に伴い、庁内のセキュリティ対策を強化する

観点から、平成 28・29年度に庁内ネットワークの「マイナンバー系」「LG-WAN系」「インタ

ーネット系」の３系統への完全分離を行い、北海道や他市町村、事業者が連携して「自治

体情報セキュリティクラウド」の機能強化、安定運用に向けた取り組みを推進していきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        出典：総務省ホームページより 

 

 ③人材の育成 

  令和２年度より新学習指導要領においてプログラミング教育が小学校で必修化されるこ

とから、更なる校内のICT環境の向上を進め、Society5.0 時代を生きる子どもたちのため

に、情報活用能力の育成に努め、論理的思考や情報モラル、社会を生き抜く力を育む教育

に取り組むとともに、高齢者を含めたICTリテラシー（ICTを使いこなす能力）の向上に向

けた教育・研修に努めます。 

  また、本市のスマートシティ実現に向けた実行部隊として、民間企業からデジタルに関

する専門的な知識や経験を有しているデジタル専門人材の派遣を受け入れ、デジタルに関

する市職員の人材育成に努めます。 
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